
 第１０号議案 

 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律

の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定に

ついて 

 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う

関係条例の整備に関する条例を次のように制定するものとする。 

 

   令和元年１２月２日提出 

 

             亀 岡 市 長  桂 川 孝 裕 

 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律

の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

 

 （亀岡市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第１条 亀岡市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成

１７年亀岡市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「占める職員」の次に「及び同法第２２条の２第１項

第２号に掲げる職員」を加える。 

 （職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例（昭和 

５１年亀岡市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

 第４条に次の１項を加える。 

４ 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する

第１項の規定の適用については、同項中「３年を超えない範囲

内」とあるのは「法第２２条の２第１項及び第２項の規定に基

づき任命権者が定める任期の範囲内」とする。 

 （職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 
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第３条 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和３０年亀岡

市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

 第４条中「給料」の次に「（法第２２条の２第１項第１号に掲

げる職員については、報酬の額（亀岡市一般職員の給与に関する

条例（昭和３０年亀岡市条例第２５号）第１５条に規定する時間

外勤務手当、同条例第１６条に規定する休日勤務手当及び同条例

第１７条に規定する夜間勤務手当に相当する額を除く。））」を

加える。 

 （職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第４条 職員の育児休業等に関する条例（平成４年亀岡市条例第９

号）の一部を次のように改正する。 

 第７条第２項中「育児休業をしている職員」の次に「（地方公

務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定

する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）を

除く。）」を加える。 

 第８条中「育児休業をした職員」の次に「（会計年度任用職員

を除く。）」を加える。 

 第９条に次の１項を加える。 

３ 育児休業をした職員のうち、地方公務員法第２２条の２第１

項第１号に掲げる職員については、退職手当条例第２条に規定

する職員に含まれないことから、本条における規定の対象とは

ならない。 

 第１９条第２号中「（昭和２５年法律第２６１号）」を削る。 

 （公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第５条 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１４年

亀岡市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に改

める。 

（議会の議員及び非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の

一部改正） 

第６条 議会の議員及び非常勤の職員の公務災害補償等に関する条

例（昭和４２年亀岡市条例第３５号）の一部を次のように改正す 
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る。 

 第５条第３号中「（その報酬」の次に「の額」を加え、同条に

次の１号を加える。 

⑸ 給料を支給される職員 法第２条第４項に規定する平均給

与額の例により実施機関が市長と協議して定める額 

 （職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第７条 職員の退職手当に関する条例（昭和３０年亀岡市条例第 

２８号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項に次のただし書を加える。 

 ただし、地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職

員については、この限りでない。 

 （亀岡市政治倫理条例の一部改正） 

第８条 亀岡市政治倫理条例（平成２０年亀岡市条例第１９号）の

一部を次のように改正する。 

 第３条第２項第１号中「臨時職員及び嘱託職員」を「臨時的任

用職員及び会計年度任用職員」に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の議会の議員及び非常勤の職員の公務災

害補償等に関する条例第５条の規定は、この条例の施行の日以後

に発生した事故に起因する公務上の災害又は通勤による災害に係

る補償について適用する。 
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地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律

の施行に伴う関係条例の整備に関する条例案要綱 

 

 

１ 地方公務員法及び地方自治法の一部改正により、新たに会計年

度任用職員制度が創設されることに伴い、関係する８条例につい

て所要の規定整備を図ること。 

 

２ この条例は、令和２年４月１日から施行すること。 
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